
Ⅰ　アウトソーソングの推進

３.　事業・事務における外部資源の活用

進行管理責任者 実施責任者 頁№

総務部長 税務課長 18

総務部長 収納対策課長 26

町民部長 町民窓口課長 28

福祉部長 高齢介護課長 30

福祉部長 高齢介護課長 31

健康子ども部長 健康・スポーツ課長 32

健康子ども部長 健康・スポーツ課長 34

環境経済部長 環境課長 36

会計管理者 会計課長 38

教育次長 学校教育課長 39

町民部長 協働文化推進課長 41

 (10)　学校教育課　「財務補助事務」

【基本項目】

【個別項目】

【課等別の取り組み項目】

項目

　職員が直接実施する必要性が低く、かつ、民間に委ねることにより、他に活用できる正規職員の創出
などの効果が見込まれる事務として、証明書交付・申請受付等に係る窓口応対や内部処理事務、財
務処理事務等からアウトソーシング可能部分の抽出を行い、民間事業者との委託契約や多様な任用
形態の活用などを検討し、導入する。

 取り組みの目標

　「Ⅲ-１．職員の能力・能率向上に資する環境・基盤づくり」と「Ⅲ-２．横の連携を強化する組織づくり」
に対応するための職員を創出する。
　〔副次的効果としては、民間のノウハウ等を活用することによる公共サービスの向上を狙う。〕

 (1)　税務課　「窓口等事務」

 (6)　健康・スポーツ課　「窓口等事務」

 (7)　健康・スポーツ課　「健診・検診事務」

 (2)　収納対策課　「電話応対事務」

 (3)　町民窓口課　「窓口等事務」

 (4)　高齢介護課　「窓口等事務」

 (5)　高齢介護課　「財務補助事務」

 (8)　環境課　「窓口等事務」

 (9)　会計課　「財務補助事務」

 (11)　議事録作成事務

 現状と課題

　指定管理者制度やPFI法の施行など、公共サービスの提供の主体が行政から民間へ移行するなど、
行政運営のあり方が多様化・拡大化しているという動きの中で、行政に求められる役割が「公共サービ
スの直接の実施者」から「サービスの担い手の育成者や支援・監督者」という企画・管理的な役割へ移
りつつあると言える。このような動向を踏まえ、事業・事務の単位においても「民間でできることは民間
に委ねる」ことにより、民間事業者等の優れた技術やノウハウを活用することによる公共サービスの向
上と、職員の企画やマネジメントに関する能力の向上が必要となっている。

 取り組みの概要

※各シートの目標欄の「委託等に係る年間費用」 

 については、委託等の対象範囲の判断後に追記 

 します。 
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※目標値の費用算出は次の計算式によるもの。なお、実績については、導入年度の年間予算額とする。

◆手法の検討：別紙2
のとおり雇用形態によ
る違いを調査した。
◆関係課との調整：総
務課に人材のストック
状況を確認した。
◆業務マニュアルの整
備：マイナンバー法施
行に伴う変更箇所等
の確認を行った。
◆別紙3のとおり、所
管課としての現時点の
考えをまとめた。

◆先進事例の調査：
継続
◆範囲の検討：別紙1
のとおり現状を調査
し、アウトソーシングが
できる可能性のある事
務を抽出した。
◆業務マニュアルの
整備：現存するマニュ
アル及びマニュアルの
ないものの整理を始
めた。

進行管理責任者 総務部長 実施責任者 税務課長

　創出する職員　１人

　課税の公平及び適正を図るため、町民税担当においては、繁忙期において臨時職員3名にて賦課資料
の整理事務を実施することにより、職員は賦課確認作業に重点を置くことができている。

第1四半期 第2四半期 第3四半期 第4四半期
年度別の
目標・実績

事前に取り
組んだ事項

基本項目 Ⅰ　アウトソーシングの推進 個別項目
３. 事業・事務における
　　　　　　　　　外部資源の活用

取り組み項目
(1) 税務課 「窓口等事務」
　　　（申請受付や証明書の交付などの窓口応対や、それに伴う内部処理事務等）

　委託等に係る年間費用　　6,749,000円以下（※）

実
績

目標

目
標

●導入

年
度
別
取
り
組
み
内
容

平
成
2
7
年
度

計
画

目
標

●導入可否の
　 決定

実
施
内
容

実
績

平
成
2
8
年
度

計
画

平
成
2
9
年
度

計
画

H26年度職員平均年額　（6,749,000円×1人）＋事業・事務の実施に係る経費　(0円)　・・・・・6,749,000円

《上記金額は、H26年度決算額に基づくもの》

実
施
内
容

実
績

目
標

実
施
内
容

実
績

備考
　課税の公平及び拡大を図るため、資産税担当においては、償却資産についての申告漏れや未申告等
を防ぐ現地調査等を充実したいので、証明書交付事務等の対応を縮小したい。

業務マニュアルの整備 

先進事例の調査 

範囲の検討 
手法の検討 

関係課（総務課等）との調整 

導入手法・実施範囲・予算等の決定 

導入手続きの準備 

導入 
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《別紙１》

第６次寒川町行政改革プラン 総務部税務課資産税担当
第１四半期報告用

Ⅰ　アウトソーシングの推進

範囲の検討
申請受付、証明書交付等の窓口応対、それに伴う内部処理事務

窓口
対応

可否

受付
後の
事務
処理

可否 申請・証明等名称 分類

個人
情報
の

有無

備考

1 △ 無 - 土地・家屋評価証明書（評価額通知書含む） 1650 件 438 件 743 件 B 有 内容の説明はｱｳﾄｿｰｼﾝｸﾞできない

2 △ 無 - 土地・家屋算出税額証明書（公課証明） 338 件 96 件 120 件 B 有 内容の説明はｱｳﾄｿｰｼﾝｸﾞできない

3 △ 無 - 名寄帳 298 件 - 件 118 件 B 有 内容の説明はｱｳﾄｿｰｼﾝｸﾞできない

4 △ 無 - 固定資産税課税台帳閲覧（名寄帳・4/1～5/31） 293 件 293 件 199 件 B 有 うち郵送31件

5 △ 無 - 資産証明 10 件 0 件 0 件 Ｄ 有

6 △ 無 - 無資産証明 19 件 4 件 7 件 Ｄ 有

7 〇 無 - 公図 180 件 24 件 77 件 Ｅ 無

8 △ 無 - 家屋滅失証明 22 件 7 件 9 件 Ｄ 有 家屋取り壊し届出書とセットの事務の場合あり

9 △ 無 - ４６証明 10 件 2 件 4 件 Ｄ 有

10 〇 無 - 縦覧 5 件 5 件 3 件 Ｅ 無

11 △ 有 × 納税通知書等変更届出書 48 件 11 件 17 件 C 有 郵送受付分含む

12 △ 有 × 固定資産税納税義務者名義変更申請書 18 件 2 件 12 件 C 有

13 △ 有 × 相続人代表者届出書 9 件 1 件 7 件 C 有 資産税担当受付分

14 △ 有 × 納税管理人（変更）申告書 9 件 2 件 2 件 C 有 ※ 収納対策課受付分含む

15 △ 有 × 納税管理人承認（変更）申請書 8 件 1 件 3 件 C 有 ※ 収納対策課受付分含む

16 △ 有 × 納税管理人免除(変更)申請書 3 件 1 件 1 件 C 有 ※ 収納対策課受付分含む

17 △ 有 × 家屋取り壊し届出書 7 件 1 件 1 件 C 有 家屋滅失証明とセットの事務の場合あり

18 △ 無 - 未登記家屋所有者届出書 46 件 0 件 40 件 Ｄ 有 郵送受付・家屋調査時受付分含む

19 △ 有 × 認定長期優良住宅に対する固定資産税減額申告書 59 件 0 件 24 件 C 有 家屋調査時受付分含む

20 △ 有 × バリアフリー改修に係る固定資産税減額申告書 1 件 0 件 1 件 C 有

21 △ 有 × 熱損失防止（省エネ）改修に係る固定資産税減額申告書 0 件 0 件 0 件 C 有

22 △ 有 × 耐震改修に係る固定資産税減額申告書 6 件 1 件 4 件 C 有

23 △ 有 × 固定資産税非課税申告書 0 件 0 件 0 件 C 有

24 × 有 × 固定資産税非課税扱い変更申告書 等評価方法に関係するもの A 有

25 × 有 × 区分所有の割合の補正の申出 等評価内容に関係するもの A 有 家屋

3,039 件 889 件 1,392 件

　ア/日数 12.5 件 21.7 件 13.9 件 日数：年間：244日、4～5月：41日、12～4月：100日

　ア/日数/担当職員数(7名) 1.8 件 3.1 件 2.0 件 日数：年間：244日、4～5月：41日、12～4月：100日

5 分 5 分 5 分

　イ*エ 62.5 分 108.5 分 69.5 分

1日1人あたり平均件数　　 ウ

1日あたり平均件数 　　イ

1件あたり所要時間　　エ

1日あたり所要時間　　オ

合　　計            ア

賦課業務
繁忙期

(12～4月)
件数

-

-

窓口繁忙期
(4～5月)

件数

-

-

申
請
受
付

証
明
書
交
付

H26年度
年間件数

-

-

分類 

 A : 評価内容、評価方法に関わる業務 

 B : 一部、評価内容等の説明が必要な業務 

 C : 窓口受付後の事務処理が賦課に関わる業務 

 D : 個人情報はあるが直接賦課には関わらない業務 

 E : 個人情報のない業務 
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《別紙２》

第６次寒川町行政改革プラン 総務部税務課資産税担当

Ⅰ　アウトソーシングの推進 第２四半期報告用

手法の検討

勤務形態の比較

雇用形態 勤務時間 勤務期間 メリット デメリット 備考

臨時的任用職員 常勤職員と同じ
６月まで

（6月までの更新１回が
可）

勤務日・時間が常勤職員と同じ
のため、常に窓口対応が可能

雇用の期間が短いので、別の
職員が配属される度に新たに
業務研修が必要となる。

非常勤職員
（３／４）

常勤の職員の1
週の3/4を超えな

い時間

1年
（１年更新）

・単価が安い
・繁忙・閑散期に合わせて同一
週の中で勤務日を設定できる。

雇用の期間が短いので、別の
職員が配属される度に新たに
業務研修が必要となる。

※総務課に確認したところ、
現時点で確保している人員は
いない。

非常勤職員
（日日雇用）

1日につき7時間
45分を超えない

時間

２月
（町の場合）

・単価が安い
・繁忙・閑散期に合わせて勤務
日を設定できる。

雇用の期間が短いので、別の
職員が配属される度に新たに
業務研修が必要となる。

※総務課に確認したところ、
現時点で確保している人員は
いない。

再任用職員
常時勤務
または

短時間勤務

1年まで
（任期の更新可）

行政に携わっていたので、窓口
業務のノウハウがある。

雇用の期間が短いので、別の
職員が配属される度に新たに
業務研修が必要となる。

業務委託 契約による 契約による

長期継続契約の場合、業務の
研修期間が少なくて済む。

業務の件数に対する単価が高
くなる可能性あり。

特定任期付き職員
常時勤務
または

短時間勤務

常時勤務：5年まで
短時間勤務：3年まで

長期間同じ職員を雇用できる
ので、他の雇用形態より業務の
研修期間が少なくて済む。

任期付きにするための本来の
条件（専門的な知識経験を有
する職員の育成に相当の期間
がかかる場合）に合致している
か不明。
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実
績

※目標値の費用算出は次の計算式によるもの。なお、実績については、導入年度の年間予算額とする。
（H26年度職員平均年額　6,749,000円×1人）＋事業・事務の実施に係る経費　・・・・・円

《上記金額は、H26年度決算見込額に基づくもの》

年
度
別
取
り
組
み
内
容

平
成
2
7
年
度

計
画

目
標

●導入可否の
　 決定

実
施
内
容

実
績

検討結果については
別紙のとおり

●導入

実
績

　滞納管理システムの導入の予算確保

第4四半期
年度別の
目標・実績

・業務範囲と内容の
再検討
・近隣市町の調査

実
績

目標

第1四半期 第2四半期 第3四半期

平
成
2
8
年
度

計
画

平
成
2
9
年
度

計
画

目
標

実
施
内
容

目
標

実
施
内
容

備考
　徴収一元化（税・国民健康保険料・介護保険料・保育料の事務一元化）に向けた取り組みとして、電話等に
よる自主的納付の呼びかけ事務に関し、民間事業者への委託や多様な任用形態の活用などを検討する。
（コールセンター的機能の設置を視野に入れた検討）

基本項目 Ⅰ　アウトソーシングの推進 個別項目
３. 事業・事務における
　　　　　　　　　外部資源の活用

取り組み項目
(2) 収納対策課 「電話応対事務」
　　　（電話等による自主的納付の呼びかけ）

進行管理責任者 総務部長 実施責任者 収納対策課長

　創出する職員　１人
　　（滞納管理システム導入による効果を含む。なお、

　　　現時点では収納対策課における効果分のみ)

　委託等に係る年間費用　・・・・・円以下（※）

事前に取り
組んだ事項

範囲の検討、先進・近隣市町村の調査 

手法の検討・研究 

導入手続きの実施 

（予算・業者選定等） 

導入 
導入手続き 

の実施 

徴収一元化に関係する課との調整 

滞納整理システムの導入 

滞納整理システムの本格稼働 

範囲・手法 

の決定 
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【別紙】

検討結果

　収納対策課における電話催告業務は、年末に税務課職員と合同で１日のみ実施している。
この業務に従事する職員数は収納対策課８人・税務課１４人の合計２２人で、平成２６年度の
実績としては、４２３件/日のため１人１日あたり約２０件の電話催告業務となる。通年での電
話催告をしているのでは無いため、職員を１人創出するのは難しい。
　徴収一元化の会議等で関係各課と調整を行ったところ、電話催告業務を行っているのは国
民健康保険料のみ。他課ではほとんど電話催告はしていないため収納対策・保険年金・高齢
介護・子ども青少年課としても新たに創出できる職員は見込めない。
　しかしながら、滞納整理システムの導入による事務量の軽減の見込みが予想されているた
め、すでに平成２７年４月から１人減で滞納整理に取り組んでいる。
　なお、近隣市の電話催告業務について実施形態を調べたところ、催告業務専用回線及び執
務場所の確保が必要となる。

第
2
四
半
期
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※目標値の費用算出は次の計算式によるもの。なお、実績については、導入年度の年間予算額とする。

目
標

●導入

●導入可否の
　 決定

目
標

実
績

《上記金額は、H26年度決算額に基づくもの》

実
施
内
容

実
績

備考 　他課で行っている証明書交付に係る事務集約についても併せて検討を行う。

目
標

実
績

◆担当内で話し合い
を持ち、手法、問題点
等の確認をした。
◆「自治体窓口改善セ
ミナー」に出席し、実績
ある業者の説明を受
けた。

　検討内容について
は、別紙のとおり

年
度
別
取
り
組
み
内
容

計
画

実
施
内
容

平
成
2
7
年
度

計
画

実
施
内
容

基本項目 Ⅰ　アウトソーシングの推進 個別項目
３. 事業・事務における
　　　　　　　　　外部資源の活用

取り組み項目
(3) 町民窓口課 「窓口等事務」
　　　（申請受付や証明書の交付などの窓口応対や、それに伴う内部処理事務等）

進行管理責任者 町民部長 実施責任者 町民窓口課長

　創出する職員　３人

　委託等に係る年間費用　・・・・・円以下（※）

実
績

目標

（H26年度職員平均年額 6,749,000円×3人）＋事業・事務の実施に係る経費　・・・・・円

事前に取り
組んだ事項

　再任用職員の活用等について関係課と検討した。

第1四半期 第2四半期 第3四半期 第4四半期
年度別の
目標・実績

平
成
2
8
年
度

計
画

平
成
2
9
年
度

業務マニュアルの整備 

先進事例の調査 

問題点の把握 

手法の検討 

関係課との調整 

実施範囲の確認 

導入手法・実施範囲・予算等の決定 

導入手続きの準備 

導入手続き 
導入 

引継、研修等 
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  《別紙》 

アウトソーシングの推進 

（３）町民窓口課「窓口等事務」 

（申請受付や証明書の交付などの窓口対応や，それに伴う内部処理事務等） 

 

実施内容（第２四半期） 

◆県内自治体の実態調査の実施 

  ・実施自治体 海老名市 

  ・派遣で対応している自治体（データ入力） 

   鎌倉市、藤沢市、伊勢原市 

  ・実施しない自治体 上記以外 

   ※茅ヶ崎市、鎌倉市は、検討をしたが、両市とも業務委託については、 

    委託先の派遣労働者に対して、労務上の指示・命令をすることができ

ていないことなどからが、外部委託の大きな障害なっている。 

◆問題点の把握 

   ・住民異動届、戸籍の届など審査や疑義照会等は、委託職員では対応で

きない。 

   ・町職員が減少することで、複雑な事例に対応できる専門的な職員が育

たないことや、協議会等の会議、研修会への参加が難しくなり、昼窓

や土曜開庁なども、支障が出ることが想定できる。 

   ・外部委託については、派遣会社が指示監督者を配置する必要が生じる

ことから、業者が指導監督者を配置することができないことや、寒川

町のような少人数の委託については実績がないため、検討させて欲し

いと消極的対応が感じられる。 

◆検討結果 

   ・上記問題点から、町民窓口課の窓口業務等を外部委託することは、現

段階では、困難と判断します。 

◆今後の対応 

   ・平成２７年度より、再任用職員を窓口に２名配置する体制を試してお

りますが、特に問題もなく進められていることから、この体制を継続

していきたい。（再任用職員は証明発行業務、印鑑登録業務を担当） 

   ・個人番号カードの普及の状況を見ながら、コンビニ交付についても検

討を進める。 
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※目標値の費用算出は次の計算式によるもの。なお、実績については、導入年度の年間予算額とする。

（H26年度職員平均年額 6,749,000円×1人）＋事業・事務の実施に係る経費　・・・・・円

　窓口業務に代わり､
内部事務でアウトソー
シングが可能な事業
の検討。介護保険料
の本算定通知の発送
事務について、事務量
の調査。
　平成27年度から新
規に発行する負担割
合証、制度内容及び
申請書類が変更に
なった負担限度額証
や高額介護サービス
費の限度額判定申請
については、7月8月が
中心のため、実施して
みて事務量を判断。

実
績

　近隣自治体で、窓口
業務委託を行っている
海老名市の状況を視
察。町で実施する場合
との比較検討。

平
成
2
9
年
度

計
画

実
績

実
施
内
容

●導入可否の
　 決定

計
画

目
標

事前に取り
組んだ事項

　課内で外部資源の活用について検討。
（窓口業務においては、単純な申請は限られており相談内容が多岐に渡るため専門職の配置ならば可能
と考える。現在は専門的相談に関し隣接する地域包括支援センターに依頼しているため、委託をしている
状況と言える。）

第1四半期 第2四半期 第3四半期 第4四半期

基本項目 Ⅰ　アウトソーシングの推進 個別項目
３. 事業・事務における
　　　　　　　　　外部資源の活用

取り組み項目
(4) 高齢介護課 「窓口等事務」
　　　（申請受付や証明書の交付などの窓口応対や、それに伴う内部処理事務等）

進行管理責任者 福祉部長

年度別の
目標・実績

　委託等に係る年間費用　・・・・・円以下（※）

実
績

目標

《上記金額は、H26年度決算額に基づくもの》

実施責任者 高齢介護課長

年
度
別
取
り
組
み
内
容

平
成
2
8
年
度

計
画

目
標

●導入

実
施
内
容

実
績

平
成
2
7
年
度

　創出する職員　１人
　　（上記職員数については、同課の「財務補助事務」
　　　に係る取り組みとの合計数）

備考

目
標

実
施
内
容

業務マニュアルの整備 

先進事例の調査 

範囲の検討 
手法の検討 

関係課（総務課等）との調整 

導入手法・実施範囲・予算等の決定 

導入手続きの準備 

導入 
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※目標値の費用算出は次の計算式によるもの。なお、実績については、導入年度の年間予算額とする。

(5) 高齢介護課 「財務補助事務」
　　　（徴収・支給等に伴う財務処理の補助事務）

年度別の
目標・実績

目
標

進行管理責任者 福祉部長 実施責任者 高齢介護課長

　委託等に係る年間費用　・・・・・円以下（※）

実
績

目標

平
成
2
7
年
度

計
画

　創出する職員　１人
　　（上記職員数については、同課の「窓口等事務」
　　　に係る取り組みとの合計数）

基本項目 Ⅰ　アウトソーシングの推進 個別項目

実
施
内
容

事前に取り
組んだ事項

　課内で外部資源の活用についてを検討。

第1四半期 第2四半期 第3四半期 第4四半期

　住宅改修、福祉用具
については平均的に
発生するが、高額介護
サービス、高額医療合
算サービスについて
は、短期間での処理
が必要。臨時職員で
の対応を検討。

３. 事業・事務における
　　　　　　　　　外部資源の活用

取り組み項目

目
標

●導入

●導入可否の
　 決定

実
績

《上記金額は、H26年度決算額に基づくもの》

備考

平
成
2
8
年
度

計
画

平
成
2
9
年
度

計
画

目
標

実
施
内
容

実
績

実
施
内
容

実
績

年
度
別
取
り
組
み
内
容

（H26年度職員平均年額 6,749,000円×1人）＋事業・事務の実施に係る経費　・・・・・円

　範囲の検討。保険給
付費の償還払いの帳
票。(住宅改修(20件）､
福祉用具(35件）、高
額介護サービス(757
件）、高額医療合算
サービス(44件）で検
討。

業務マニュアルの整備 

先進事例の調査 

範囲の検討 
手法の検討 

関係課（総務課等）との調整 

導入手法・実施範囲・予算等の決定 

導入手続きの準備 

導入 
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※目標値の費用算出は次の計算式によるもの。なお、実績については、導入年度の年間予算額とする。

平
成
2
9
年
度

計
画

目
標

実
施
内
容

実
績

実
施
内
容

実
績

平
成
2
8
年
度

計
画

　業務の棚卸しを実
施。（各事業の検討内
容については、別紙の
とおり。）

目
標

●導入

実
施
内
容

実
績

　　　　導入

今後の方向性を検討。
（各事業の詳細につい
ては別紙のとおり。）

《上記金額は、H26年度決算額に基づくもの》

備考

基本項目 Ⅰ　アウトソーシングの推進 個別項目
３. 事業・事務における
　　　　　　　　　外部資源の活用

取り組み項目
(6) 健康・スポーツ課 「窓口等事務」
　　　（申請受付や証明書の交付などの窓口対応や内部処理事務等）

　創出する職員　１人
　　（上記職員数については、同課の「指定管理者制度」
　　　「健診・検診事務」に係る取り組みとの合計数）

進行管理責任者 健康子ども部長 実施責任者 健康・スポーツ課長

事前に取り
組んだ事項

　委託等に係る年間費用　・・・・・円以下（※）

実
績

目標

（H26年度職員平均年額 6,749,000円×1人）＋事業・事務の実施に係る経費　・・・・・円

第1四半期 第2四半期 第3四半期 第4四半期
年度別の
目標・実績

年
度
別
取
り
組
み
内
容

平
成
2
7
年
度

計
画

●導入可否の
　 決定

業務の棚卸し 範囲の検討 

手法の検討 
導入手法・実施範囲・予算等の決定 

導入手続き実施 

関係課（総務課等）との調整 
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《別紙》

健康診査等書類交付事務 ○

健康スポーツ課窓口等事務の各事業別アウトソーシング導入の可否一覧

事業・事務名
アウトソーシング導入の可否

備考（否の理由等）
可 否

健康増進事業

健康相談事務 ○

窓口及び電話相談を随時受付で実
施。継続的に相談を受けているケー
スもある。専門職（臨時職員）の増員
があればより丁寧な対応が可能。

予防接種入力事務 ○

がん集団検診・各種健康教室
申込受付事務

○

各種検診結果入力事務 ○

各種検診支払事務 △

窓口での請求書受け取り業務、内容
確認はアウトソーシング可能。支払
いは財務会計システムの操作が必
要となる。

予防接種事業

スポーツ施設利用許可証発行事務 ○
システムによる許可証の発行を行っ
ている。システムの操作方法を習得
する必要がある。

予防接種委託料支払事務 △

窓口での請求書受け取り業務、内容
確認はアウトソーシング可能。支払
いは財務会計システムの操作が必
要となる。

スポーツ活動推進事業

全国大会交付金受付および振込
事務

△

窓口による交付金の受付業務は対
応可能だが振り込み手続きについて
は財務会計システムの操作が必要
となる。

各種教室等参加申込み受付事務 ○
電話や窓口での対応は可能と考え
る。
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※目標値の費用算出は次の計算式によるもの。なお、実績については、導入年度の年間予算額とする。

実
績

　アウトソーシングの適
否に関し、業務範囲の
検討を行った。（検討結
果は別紙のとおり）

（H26年度職員平均年額 6,749,000円×1人）＋事業・事務の実施に係る経費　・・・・・円

平
成
2
8
年
度

計
画

●導入可否の
　 決定

実
施
内
容

実
績

基本項目 Ⅰ　アウトソーシングの推進 個別項目
３. 事業・事務における
　　　　　　　　　外部資源の活用

取り組み項目 (7) 健康・スポーツ課 「健診・検診事務」

進行管理責任者 健康子ども部長 実施責任者 健康・スポーツ課長

　創出する職員　１人
　　（上記職員数については、同課の「指定管理者制度」
　　　「窓口等事務」に係る取り組みとの合計数）

　委託等に係る年間費用　・・・・・円以下（※）

実
績

目標

　他市町、検診委託内
容の状況を調査した。
（検討結果は別紙のと
おり）

事前に取り
組んだ事項

第1四半期 第2四半期 第3四半期 第4四半期
年度別の
目標・実績

計
画

《上記金額は、H26年度決算額に基づくもの》

備考

平
成
2
9
年
度

計
画

目
標

●導入

実
施
内
容

実
績

導入

年
度
別
取
り
組
み
内
容

平
成
2
7
年
度

●範囲・手法の
　 方針決定

実
施
内
容

範囲の検討 手法の検討 関係機関等 

との調整 範囲・手法の

方針決定 

関係機関等 

との調整 
導入手法・実施範囲・予算等の決定 導入手続き 

実施 
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別紙

第
1
四
半
期

《母子保健事業》
　　母子保健事業の健診については、切れ目ない支援の実施のため、アウトソーシングは適さない。

《集団検診事業》
　　事務の範囲
　　　①事前：検診の申し込みの受付（電話、窓口、はがき、FAX）、申込み者名簿作成、申込み者への問診票
　　　　　等送付、問合せの回答、申し込み内容変更やキャンセルの受付
　　　②実施当日：受付、受診項目の変更、キャンセルの受付、受診方法の説明
　　　③事後：結果送付、要精密検査者追跡調査、年度集計、検診委託料の支出

第
2
四
半
期

《集団検診事業》
　　手法の検討、調査（７市町、２検診事業者）
　　　①事前：集団検診の申込み受付から名簿整理、事前の説明書等の発送を事業者に委託している近隣
　　　　　市町は無し。事業者は、市町の集団検診の申込み受付業務は受託していない。
　　　②実施当日：実施会場の管理（開錠・施錠）があり、市町担当者が立ち会う。
　　　③事後：検診結果は全て事業者から送付する、精密検査は市町から送付し異常無し分のみ送付する
　　　　　など委託の形態は様々。事業者から送付する場合、1通当たりの実費（郵送料）の請求もある。

【H27年度】
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※目標値の費用算出は次の計算式によるもの。なお、実績については、導入年度の年間予算額とする。

●導入

実
施
内
容

実
績

年
度
別
取
り
組
み
内
容

　具体的な手法の検
討については検討中
（再任用職員、臨時職
員、委託先により各業
務がどこまでアウト
ソーシングできるか
等）

目
標

●導入可否の
　 決定

実
施
内
容

実
績

平
成
2
8
年
度

　アウトソーシングに
適した業務範囲の検
討を行った。（検討結
果は別紙のとおり）

（H26年度職員平均年額 6,749,000円×1人）＋事業・事務の実施に係る経費　・・・・・円

備考

実
施
内
容

実
績

第3四半期 第4四半期第1四半期

平
成
2
7
年
度

計
画

基本項目 Ⅰ　アウトソーシングの推進 個別項目

　委託等に係る年間費用　・・・・・円以下（※）

実
績

目標

３. 事業・事務における
　　　　　　　　　外部資源の活用

取り組み項目
(8) 環境課 「窓口等事務」
　　　（窓口・電話応対やそれに伴う内部処理事務等）

《上記金額は、H26年度決算額に基づくもの》

進行管理責任者 環境経済部長 実施責任者 環境課長

　創出する職員　１人

年度別の
目標・実績

事前に取り
組んだ事項

計
画

平
成
2
9
年
度

計
画

目
標

第2四半期

目
標

業務マニュアルの整備 

範囲の検討 

事務分担の見直
手法の検討 

業務の棚卸し 

関係課（総務課等）との調整 

導入手法・実施範囲・予算等の決

導入手続きの実施 

導入 
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別紙

第
1
四
半
期

アウトソーシングに適した業務範囲

資源廃棄物担当
・ごみ上げ（ごみ集積所の管理上やむをえず、町で回収する必要のある違反ごみの収集）
・不法投棄ごみの収集
・ごみの分別指導（電話による問い合わせの対応。主に「○○はなんの日に出せばいいですか？」と
いった簡易な内容で、件数が非常に多い。）
・その他ごみと資源物に関する電話問い合わせの対応。

環境保全担当
・野焼きに対する現場対応
・迷い犬等の保護
・犬の登録事務
・犬猫のフンの放置に対する監視パトロール。
・その他環境保全に関する電話問い合わせの対応。

【H27年度】
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※目標値の費用算出は次の計算式によるもの。なお、実績については、導入年度の年間予算額とする。

年
度
別
取
り
組
み
内
容

平
成
2
7
年
度

　創出する職員　１人

事前に取り
組んだ事項

会計課事務の洗い出し

第1四半期

基本項目 Ⅰ　アウトソーシングの推進 個別項目

第2四半期 第3四半期

　委託等に係る年間費用　・・・・・円以下（※）

実
績

目標

３. 事業・事務における
　　　　　　　　　外部資源の活用

取り組み項目
(9) 会計課 「財務補助事務」
　　　（会計課における財務処理の補助事務）

進行管理責任者 会計管理者 実施責任者 会計課長

《上記金額は、H26年度決算額に基づくもの》

目
標 ●導入平

成
2
8
年
度

計
画

平
成
2
9
年
度

計
画

目
標

実
施
内
容

実
績

実
施
内
容

（H26年度職員平均年額 6,749,000円×1人）＋事業・事務の実施に係る経費　・・・・・円

第4四半期
年度別の
目標・実績

実
績

実
施
内
容

実
績

計
画

目
標

●導入可否の
　 決定

◆アウトソーシング可
能な事務の洗い出し
を行った。
◆西湘ブロック会計管
理者研究会で議題を
あげ、情報収集を行
う。

　西湘ブロック研究会
等において調査、情報
収集した近隣市町の
状況を参考にし、町と
の比較検討をした

備考

業務マニュアルの整備 

先進事例の調査 

範囲の検討 
手法の検討 

関係課（総務課等）との調整 

導入手法・実施範囲・予算等の決定 

導入手続きの準備 

導入 
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※目標値の費用算出は次の計算式によるもの。なお、実績については、導入年度の年間予算額とする。

（H26年度職員平均年額 6,749,000円×2人）＋事業・事務の実施に係る経費　・・・・・円

目
標

●導入

　委託等に係る年間費用　・・・・・円以下（※）

実
績

◆事務の手引きの見
直しを図った。
◆課内事務分担の見
直しを図った。
◆伝票実績からの必
要職員数の確認を
行った。

平
成
2
7
年
度

計
画

目
標

●導入可否の
　 決定

実
施
内
容

実
績

《上記金額は、H26年度決算額に基づくもの》

備考

平
成
2
8
年
度

計
画

平
成
2
9
年
度

計
画

目
標

実
施
内
容

実
績

●導入

実
施
内
容

実
績

年
度
別
取
り
組
み
内
容

《範囲の検討にあたっ
ての取り組み詳細》
・マニュアル化に向け
　た事務手引き見直し
・課内事務分担見直し
・伝票実数からの必要
　職員数の確認

●範囲の検討

（※）範囲､手法の決定にあたっては、総務
課・教育総務課と調整・連携のうえ検討を実
施

●範囲・手法の決定
　

●範囲の検討
●手法の検討

●導入手続き実施

 

◆他業務の中で可能
なものがあるか確認を
行った。
◆伝票など、どこまで
事務を行うか検討 し
た。
◆臨時職員での対応
の検討を行った。

第1四半期 第2四半期 第3四半期 第4四半期
年度別の
目標・実績

事前に取り
組んだ事項

　創出する職員　１人 ２人

基本項目 Ⅰ　アウトソーシングの推進 個別項目
３. 事業・事務における
　　　　　　　　　外部資源の活用

取り組み項目
(10) 学校教育課 「財務補助事務」
　　　　（購入等に伴う財務処理の補助事務）

進行管理責任者 教育次長 実施責任者 学校教育課長

目標 （変更した経緯は別紙のとおり）

関係課との調整（※） 

39



≪別紙≫

伝票数

2,890

272

3,162

◆課内回覧庶務業務

◆町費臨時職員給与明細作成

◆上記伝票以外の学校教育課分の簡単な財務事務（事務パターンが上記伝票と同一なもの）

・図書購入

・地域のせんせいふれあい推進事業　図書カード購入等

※伝票は、授業用物品・給食用物品・医薬材料等の購入、修繕費や講師謝礼の支出などに係る
　　執行伺い・負担行為書・支出命令書などになります。

その他アウトソーシング可能な業務

アウトソーシング１名創出時間内訳

◆１人当たり年間勤務時間数
　　　　　月２０日勤務　年２４０日勤務×１日７．４５分勤務＝１１１，６００分
◆年間伝票作成業務
　　　　　３，１６２枚×１枚当たり２５分＝７９，０５０分
　　　　　（伝票作成、審査、学校との調整、PDF化など）
◆その他アウトソーシング可能な業務
　　　　　３２，５５０分（課内庶務、臨時職員給与明細、簡単な財務等）

　学校教育課では、当初アウトソーシングで２名創出を想定していましたが、アウトソーシング
可能事務を積み上げた結果（下記）、創出可能職員は１名となったため、目標を変更いたしま
す。

アウトソーシング可能伝票数＜平成25年度実績＞

伝票種別

町立８小・中学校関係

教育研究室関係

合計
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実
績

備考

進行管理責任者 町民部長 実施責任者 協働文化推進課長

　標記事務の外部発注化目標

事前に取り
組んだ事項

・毎年度、各審議会等の会議開催状況を把握している。

導入手続きの実施と
庁内各課等へ導入後
の事務手続きに関す
る周知・徹底

　　　　導入

第1四半期 第2四半期

基本項目 Ⅰ　アウトソーシングの推進 個別項目
３. 事業・事務における
　　　　　　　　　外部資源の活用

取り組み項目 (11) 議事録作成事務

第3四半期 第4四半期

平
成
2
8
年
度

計
画

各審議会等の議事録
作成に係る事務量等
の調査・把握

範囲・手法の検討及び
関係課等との調整

外部発注に係る費用
算出、導入が適当と
判断できる場合は新
年度予算措置

　各課等における議事
録作成事務調査を実
施した。回答内容は漏
れがないかなどの確
認を行いながら集計
作業中。 調査した中
で議事録作成の一括
発注を希望しない課
等もある。

　実施した議事録作成
事務調査を集計し、検
討するために必要な
要素を抽出。その他の
必要情報の収集や、
議事録作成業者から
の情報収集等を実施
した。それらの情報を
元に、議事録作成つい
て正規職員による作
成、臨時職員雇用によ
る作成、アウトソーシ
ングの３点から比較を
行った。

目
標

実
施
内
容

実
績

年度別の
目標・実績

年
度
別
取
り
組
み
内
容

平
成
2
7
年
度

計
画

目
標

●導入可否の
　 決定

実
施
内
容

実
績

目
標

●導入

実
施
内
容

実
績

平
成
2
9
年
度

計
画
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議事録作成事務のアウトソーシングの検討について 

 

 

（１）検討にあたっての現状及び課題について  

各課が抱える事務において、審議会等会議の議事録の作成は職員に大きな

事務負担となっている。現実的に議事録作成事務については、勤務時間内に

電話・窓口・通常業務を行いながら行うのは非常に難しく、できるだけ効率

的に議事録作成業務を行うために、通常業務後、電話等の対応が少ない時間

外勤務において行うことが多い。このことが時間外勤務の増加の一因となっ

ているとも考えられる。議事録作成事務は職員が直接実施する必要性が低い

業務と考えられるが、職員への事務負担や作業時間が大きいため、アウトソ

ーシングすることで、職員が本来業務へ能力を集中、発揮できる環境をつく

ることができると考える。 

 

 

（２）議事録作成事務に関する現状について  

平成２６年度の作成状況等を基本に、庁内における審議会等の状況につい

て調査した。（会議によっては２７年度見込み内容もあり） 

 

 

（３）対象とする審議会等について  

議事録作成事務のアウトソーシング対象とする審議会等については、会議

及び議事録の公開・非公開を問わず、外部委員で構成される委員会や審議会、

庁内での検討や調整を目的に職員で構成される協議会など、法律・条例・規

則・要綱等の規定により設置され、開催した会議等の議事録作成を要するも

の、それ以外にも、外部公表を主目的として議事録を作成している懇談会な

どを対象とした（庁議含む）。また、設置を予定している審議会等や既に所

管課で議事録作成を外部発注しているものについても対象とした。 

 

 

（４）試算について  

試算を行うにあたっては、①職員作成の場合、②臨時職員を雇用した場合、 

③外部委託した場合の３パターンとした。 

 

 

42



（５）試算にあたっての基礎数値  

①審議会等の数（平成２７年度）５２会議等で試算 

②審議会等の会議時間(平成２６年度実績又は平成２７年度見込み) 

20,115分／60分＝336(335.25)時間 

③議事録作業時間 94,780分＝1580(1,579.7)時間 

④作成に係る日数 1580時間÷8時間＝198(197.5)日 

⑤職員時間単価 2,841円 

(企画政策課企画行革担当 時間外平均単価(125／100)) 

⑥臨時職員日給 7,130円（平成 28年度当初予算概算要求要領より引用） 

⑦外部委託 1時間単価 11,880円(議会事務局参考) 

 

（６）議事録作成事務に係る試算  

【正規職員による作成】 

2,841円(職員時間単価)×1,580時間(議事録作成延べ時間)＝4,488,780円 

 

【臨時職員雇用による作成】 

7,130円×198日＝1,411,740円 

（専門職員ではないことや、専門用語の理解等についての作成について時間が

かかること、会議開催時期の都合で複数会議を同時進行することも考えられ

るため、雇用人数としては２人必要と想定。 

1,333,310×2 人＝2,823,480円 

＜参考：再任用職員（主任主事級採用）年額約 350万円）＞ 

 

【外部委託による作成】 

336時間×@11,880円(時間単価)＝3.991,680円 

 

（７）時間とお金からの比較  

外部委託で行う場合、作業時間は短く正確な作業が期待できるが、まとま

った予算が必要。職員が作成する場合の 4,488,780円が 3,991,680円となる

と想定すると、差し引き 497,100 円の減となり、作業は担保できて、かつ

1,580時間(約 198日)の正規職員の労働時間を生み出すことができる。 

臨時職員が行う場合は臨時職員の能力にもよるが、外部委託より時間がか

かることや、精度が低くなることは予想されるものの、4,488,780円の支出

が 2,823,480 円となり、1,665,300 円の支出減と共に 1,580 時間の正職員の

労働時間を生み出すことができる。 
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＜備考＞ 

基本的に外部委託の場合は全文筆記となり要約筆記とはならない。 

同様に、臨時職員の場合でも要約筆記は困難であると考えられる。 

基本的に議事録は全文筆記となるが、公表するにあたっての手続きは各課等で

行う際に要約するためには職員の作業が必要となるが、その作業時間は大きな

負担ではないと判断し、今回の試算では見込んでいない。 

 

（８）総合的な考察  

外部委託及び臨時職員の雇用による議事録作成事務について比較検討した

が、どちらも一定の財源を投入することで、本来業務へ職員が時間と能力を投

入することができると共に、議事録作成による時間外勤務の縮減に一定の効果

が出ることが見込まれる。 

それぞれ一長一短があるものの、外部委託については、作成速度の早さ、内

容の精度の高さのほか、町役場における執務スペースの確保や機器の確保が必

要ないことなどが有利な点として挙げられる。 

臨時職員雇用については、採用人数や勤務日数にもよるが、かかる費用の削

減と共に、再任用職員の受け皿となることが期待できるが、作成については、

個人の能力に左右され、スピード及び正確性に課題が残る。 

また、繁忙期以外に何の業務に当たるのか、繁忙期になった場合その業務は

どうするのか、執務環境の整備を含めて課題がある。 

これらの状況を踏まえて、現段階では外部委託が、有効な手法であると考え

られる。 
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議事録作成事務のアウトソーシング検討に関する比較表

方法 算出に必要な各種条件
議事録作成にあたり必要と推計
される費用の算出式

長所 短所

正規職員
による作
成

⑤2,841円×③1580時間
＝4,488,780円

○作成にあたっては、職員が会議に参
加した上で作成している事が多いの
で、専門用語や、町内の状況などにつ
いて、分かった上で作成ができる。

○内容によっては、最初から要点筆記
の形で作成作業ができる。

○職員の作業は時間外になることが多く、
時間外勤務の増につながる。

○本来業務に充てることの出来る時間が、
議事録作成により短くなる。

○本来業務と平行して行うため、作成に時
間が必要。

臨時職員
雇用によ
る作成

⑥7,130円×④198日×
2(人)＝2,823,480円

＜参考：再任用職員（主任
主事級採用）年額約350万
円＞

○正規職員の場合と比べ、比較的、安
い金額で行うことができる。

○正規職員の時間外勤務の削減につ
ながる。

○正規職員が本来業務に充てられる
時間の創出につながる。

○再任用職員の受け皿とすることがで
きる。

○新たな予算措置が必要。

○正確性はアウトソーシングに劣る。

○繁忙期は、複数の会議を同時進行する
ことが予想されるため、１人ではなく2人の
雇用が必要。

○繁忙期とそれ以外の時期の業務割り当
てが必要。

○執務スペースや機器の準備が必要。

○公表にあたり議事録を要約する場合
は、職員の作業が必要。

○会議の開催状況により、繁忙期と閑散
期が生じる恐れがあり、閑散期に他の業
務に当たらせることが必要。

外部委託
による作
成

⑦11,880円×②336時間
＝3,991,680円

○内容についての正確性は高い

○作業時間について仕様書に準ずる
ため、決まった期間での作成が可能

○正規職員の時間外勤務の削減につ
ながる。

○正規職員が本来業務に充てられる
時間の創出につながる。

○新たな予算措置が必要。

○公表にあたり議事録を要約する場合
は、職員の作業が必要。

①対象とする審議会等の数
：５２審議会等

②審議会等の延べ会議開催時間
：20115(分)÷60(分)
    ＝336(335.25) 時間

③議事録作成作業時間
 ：94780(分)÷60（分）
     =1580(1579.7) 時間

④作成に係る日数
：1580(時間)÷8（時間）
    ＝198(197.5)  日)

⑤正規職員時間単価：2,841円
　（参考：平成27年9月現在
企画政策課企画行革担当
職員時間平均単価（125/100）2,841
円）

⑥臨時職員日給：7,130円
　（参考：平成28年度当初予算概算要
求要領）

⑦外部委託時間単価
 ：11,880円
（参考：Ｈ27議会事務局契約時間単
価）
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① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑧ ⑨ ⑩ ⑪ ＥＸ① ＥＸ② ⑫ ⑬

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月 回数

既設 庁内(職員)で組織
常時設置で定期的に開
催

政策会議 寒川町庁議規定 その他 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 24 90 2160
職員(臨
時職員含
む)

要約筆記 360 8640 18 独自様式
統一様式
で可

⑥非公開会議で、積極的な議事録公開は行っていないが、情報
公開請求があった場合は個別に対応

既設 庁内(職員)で組織
常時設置で定期的に開
催

部長会議 寒川町庁議規定 その他 3 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 25 120 3000
職員(臨
時職員含
む)

要約筆記 480 12000 25 独自様式
統一様式
で可

⑥非公開会議で、積極的な議事録公開は行っていないが、情報
公開請求があった場合は個別に対応

既設 外部委員等で組織
常時設置で定期的に開
催

寒川町総合計画審議会
寒川町総合計画審議会条
例

会議及び議事
録公開

1 1 1 3 120 360
職員(臨
時職員含
む)

要約筆記 960 2880 6 町様式

平成27年度よ
り

外部委員等で組織
常時設置で定期的に開
催

(仮称)寒川町まち・ひと・しご
と創生総合戦略策定等外部
委員会

(仮称)寒川町まち・ひと・し
ごと創生総合戦略策定等
外部委員会設置要綱

会議及び議事
録公開

1 1 1 1 1 5 120 600
職員(臨
時職員含
む)

要約筆記 960 4800 10 町様式 ⑦以降は予測値

既設 外部委員等で組織
常時設置で定期的に開
催

寒川町行政改革推進委員会
寒川町行政改革推進委員
会設置要綱

会議及び議事
録公開

1 1 2 120 240
職員(臨
時職員含
む)

要約筆記 960 1920 4 町様式

既設 外部委員等で組織
常時設置で定期的に開
催

寒川町外部評価委員会
寒川町外部評価委員会設
置要綱

会議及び議事
録公開

1 1 4 1 1 8 120 960
職員(臨
時職員含
む)

要約筆記 960 7680 16 町様式

既設 その他
常時設置で定期的に開
催

表彰審査委員会 寒川町表彰条例施行規則 その他 1 1 2 60 120
職員(臨
時職員含
む)

要約筆記 180 360 0.75 独自様式
②庁内組織だが外部委員２名が学識経験者
⑥非公開会議で積極的な議事録の公表は行っていないが、情報
公開請求があった場合は個別に対応

既設 その他
常時設置だが案件発生
時に開催

防災会議 寒川町防災会議条例
会議及び議事
録公開

0 60 0
職員(臨
時職員含
む)

要約筆記 240 0 0 独自様式
統一様式
で可

②外部委員・内部（庁内）委員の混成

既設 その他
常時設置だが案件発生
時に開催

国民保護協議会
寒川町国民保護協議会条
例、寒川町国民保護協議
会運営要綱

会議及び議事
録公開

0 60 0
職員(臨
時職員含
む)

要約筆記 240 0 0 独自様式
統一様式
で可

②外部委員・内部（庁内）委員の混成

財政課 0 0 0 0

既設 外部委員等で組織
常時設置で定期的に開
催

文書館運営審議会
文書館条例
文書館運営審議会規則

会議及び議事
録公開

1 1 2 120 240
職員(臨
時職員含
む)

要約筆記 120 240 0.5 町様式 （文書館の講座やイベント等については大和速記サービス）

既設 外部委員等で組織
常時設置で定期的に開
催

町史編集委員会 寒川町史編集委員会規則
会議及び議事
録公開

1 1 2 120 240
職員(臨
時職員含
む)

要約筆記 120 240 0.5 町様式

既設 外部委員等で組織
常時設置で定期的に開
催

個人情報保護審査会 寒川町個人情報保護条例
会議及び議事
録公開

0 0
職員(臨
時職員含
む)

要約筆記 0 0 町様式 案件生じた時に開催

既設 外部委員等で組織
常時設置で定期的に開
催

情報公開審査会 寒川町情報公開条例
会議及び議事
録公開

0 0
職員(臨
時職員含
む)

要約筆記 0 0 町様式 案件生じた時に開催

既設 外部委員等で組織
常時設置で定期的に開
催

個人情報保護制度運営審議
会

寒川町個人情報保護条例
会議及び議事
録公開

105 105
職員(臨
時職員含
む)

要約筆記 240 240 0.5 町様式

既設 外部委員等で組織
常時設置で定期的に開
催

情報公開制度運営審議会 寒川町情報公開条例
会議及び議事
録公開

0
職員(臨
時職員含
む)

要約筆記 0 0 町様式

既設 外部委員等で組織
常時設置だが案件発生
時に開催

公務災害等見舞金審査会
寒川町職員公務災害等見
舞金条例

会議及び議事
録非公開

0 0 0 平成２６年度実績なし。平成２７年度の開催は未定

既設 外部委員等で組織
常時設置だが案件発生
時に開催

公務災害補償等認定委員会
寒川町議会の議員その他
非常勤の職員の公務災害
補償等に関する条例

会議及び議事
録非公開

0 0 0 平成２６年度実績なし。平成２７年度の開催は未定

既設 外部委員等で組織
常時設置だが案件発生
時に開催

公務災害補償等審査会
寒川町議会の議員その他
非常勤の職員の公務災害
補償等に関する条例

会議及び議事
録非公開

0 0 0 平成２６年度実績なし。平成２７年度の開催は未定

既設 外部委員等で組織
常時設置だが案件発生
時に開催

特別報酬等審議会
寒川町特別職報酬等審議
会条例

会議及び議事
録公開

0 0 0 平成２６年度実績なし。平成２７年度の開催は未定

税務課 0 0 0 0
収納対策課 0 0 0 0

既設 外部委員等で組織
常時設置で定期的に開
催

寒川町まちづくり推進会議
寒川町自治基本条例
寒川町まちづくり推進会議
規則

会議及び議事
録公開

1 1 1 3 120 360
職員(臨
時職員含
む)

要約筆記 480 1440 3 町様式

その他 その他 その他 まちづくり懇談会 なし
会議及び議事
録公開

3 4 3 4 14 90 1260
職員(臨
時職員含
む)

要約筆記 480 6720 14 独自様式
統一様式
は不可

現町長の任期中は継続と考えられる。

既設 外部委員等で組織
常時設置で定期的に開
催

さむかわ男女共同参画プラ
ン推進協議会

さむかわ男女共同参画プ
ラン推進協議会設置要綱

会議及び議事
録公開

1 1 1 1 4 120 480
職員(臨
時職員含
む)

要約筆記 480 1920 4 町様式

既設 外部委員等で組織
常時設置で定期的に開
催

寒川町生涯学習推進会議
寒川町生涯学習推進会議
設置要綱

会議及び議事
録公開

1 1 1 1 4 120 480
職員(臨
時職員含
む)

要約筆記 480 1920 4 町様式

町民窓口課 0 0 0 0

保険年金課 既設 外部委員等で組織
常時設置で定期的に開
催

寒川町国民健康保険運営協
議会

国民健康保険法
国民健康保険法施行令
寒川町国民健康保険条例
寒川町国民健康保険運営協議会
規則

会議及び議事
録公開

1 1 1 1 2 6 120 720
職員(臨
時職員含
む)

要約筆記 120 720 1.5 町様式

既設 外部委員等で組織
常時設置で定期的に開
催

寒川町介護認定審査会 介護保険法
会議及び議事
録非公開

4 4 4 5 4 4 4 4 4 4 4 5 90
外部業者
への発注

全部筆記 0 0 独自様式
統一様式
で可

既設 外部委員等で組織 特定期間のみ
寒川町高齢者保健福祉計画
等見直し検討委員会

介護保険法
会議及び議事
録公開

1 2 1 4 120 480
職員(臨
時職員含
む)

要約筆記 960 3840 8 町様式

既設 外部委員等で組織
常時設置で定期的に開
催

寒川町介護保険運営協議会 寒川町介護保険条例
会議及び議事
録公開

1 1 2 150 300
職員(臨
時職員含
む)

要約筆記 600 1200 2.5 町様式

既設 外部委員等で組織
常時設置で定期的に開
催

寒川町介護給費等の支給に
関する審査会

寒川町介護給付費等の支
給に関する審査会の委員
の定数等を定める条例及
び施行規則

会議及び議事
録非公開

1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 12 60 720
職員(臨
時職員含
む)

要約筆記 120 1440 3 町様式

既設 外部委員等で組織
常時設置で定期的に開
催

寒川町地域自立支援協議会
寒川町地域自立支援協議
会設置要領

会議及び議事
録公開

1 1 1 1 1 120 その他 要約筆記 120 0 0 町様式
相談事業所が当該協議会の事務局(相談支援事業委託に含まれる )となってお
り、議事録作成については、委託業者(事業所)が行っている。福祉課では継続し
て相談支援事業の委託業務が必要であるため、一括した外部発注は望まない。

その他
年間延べ議事
録作成時間

(分)

議事録作成従
事日数（日）

議事録様式
統一様
式の可

否

延べ会議時
間(分）

会議時間
（分）

作成者 作成方法
作成時間

（分）

高齢介護課

福祉課

同時開催総務課

危機管理課

企画政策課

協働文化推進課

⑦

会議開催（予定）月

1 1

状況 種別 開催 名称 審議会等規定 公開状況課等名

46



平成27年度よ
り

外部委員等で組織 特定期間のみ
(仮称)健康福祉総合セン
ター建設検討委員会

寒川町(仮称)健康福祉総
合センター建設検討委員
会設置要綱

会議及び議事
録公開

1 1 1 1 1 5 120 600
職員(臨
時職員含
む)

要約筆記 960 4800 10 町様式
③建設検討期間のみ設置・開催
⑦以下は現時点での予定

既設 庁内(職員)で組織 特定期間のみ
(仮称)健康福祉総合セン
ター庁内建設検討委員会

寒川町(仮称)健康福祉総
合センター庁内建設検討
委員会設置要綱

会議及び議事
録非公開

1 1 1 1 1 5 60 300
職員(臨
時職員含
む)

要約筆記 480 2400 5 独自様式
統一様式
で可

既設 外部委員等で組織
常時設置だが案件発生
時に開催

民生委員推薦会
寒川町民生委員推薦会規
則

会議及び議事
録非公開

90 0
職員(臨
時職員含
む)

要約筆記 720 0 0 町様式 ③２７年度中は開催なし。２８年度は７回程度予定

その他 その他 その他
町長と民生委員児童委員と
の懇談会

なし
会議及び議事
録公開

1 1 120 120
職員(臨
時職員含
む)

要約筆記 960 960 2 独自様式
統一様式
で可

①民生委員からの依頼等によるため開催は不定期
②町長と民生委員による懇談会
③２７年４月に初開催。今後は未定

既設 外部委員等で組織
常時設置だが案件発生
時に開催

寒川町子ども子育て会議
寒川町子ども子育て会議
条例

会議及び議事
録公開

1 1 2 120 240
職員(臨
時職員含
む)

要約筆記 120 240 0.5 町様式

既設 外部委員等で組織
常時設置だが案件発生
時に開催

寒川町青少年問題協議会
寒川町青少年問題協議会
条例

会議及び議事
録公開

1 1 2 120 240
職員(臨
時職員含
む)

要約筆記 240 480 1

既設 外部委員等で組織
常時設置だが案件発生
時に開催

さむかわ元気プラン推進委
員会

さむかわ元気プラン設置
要綱

会議及び議事
録公開

1 1 2 120 240
職員(臨
時職員含
む)

要約筆記 720 1440 3 町様式

既設 外部委員等で組織
常時設置だが案件発生
時に開催

寒川町スポーツ推進審議会
寒川町スポーツ推進審議
会条例

会議及び議事
録公開

1 1 1 1 4 180 720
職員(臨
時職員含
む)

要約筆記 1440 5760 12 町様式

既設 外部委員等で組織
常時設置で定期的に開
催

環境審議会 寒川町環境基本条例
会議及び議事
録公開

1 1 2 120 240
職員(臨
時職員含
む)

要約筆記 960 1920 4 町様式

既設 外部委員等で組織
常時設置だが案件発生
時に開催

廃棄物減量化等推進協議会
寒川町廃棄物減量化等推
進協議会要綱

会議及び議事
録公開

1 1 1 3 120 360
職員(臨
時職員含
む)

要約筆記 480 1440 3

広域リサイクルセンター 既設 外部委員等で組織
常時設置で定期的に開
催

寒川広域リサイクルセンター
運営委員会

寒川町広域リサイクルセ
ンター設置要綱

会議及び議事
録公開

1 3 4 60 240
職員(臨
時職員含
む)

要約筆記 480 1920 4 町様式 ③建設検討期間のみ設置・開催

美化センター 既設 外部委員等で組織
常時設置で定期的に開
催

寒川町美化センター運営委
員会

寒川町美化センター条例
会議及び議事
録公開

1 1 60 60
職員(臨
時職員含
む)

要約筆記 480 480 1 町様式

産業振興課
平成27年度よ
り

外部委員等で組織
常時設置だが案件発生
時に開催

寒川町農業振興地域整備促
進協議会

寒川町農業振興地域整備
促進協議会規約

会議及び議事
録公開

1 1 1 3 360 1080
職員(臨
時職員含
む)

要約筆記 1440 4320 9 町様式
統一様式
で可

会議の進捗状況により開催月及び回数の変動可能性あり

道路課 0 0 0 0

既設 庁内(職員)で組織 特定期間のみ
寒川町第７回線引き見直し
検討委員会

寒川町第７回線引き見直
し検討委員会設置要綱

会議及び議事
録公開

2 2 90 180
職員(臨
時職員含
む)

要約筆記 480 960 2 独自様式
統一様式
で可

年２回開催予定、時期未定

平成27年度よ
り

庁内(職員)で組織
常時設置だが案件発生
時に開催

寒川町都市マスタープラン改
定に関する町内検討委員会

寒川町都市マスタープラン
改定に関する町内検討委
員会設置要綱

会議及び議事
録公開

5 5 90 450
職員(臨
時職員含
む)

要約筆記 480 2400 5 年５回開催予定、時期未定、議事録様式未定

既設 外部委員等で組織 その他 寒川町都市計画審議会
寒川町都市計画審議会条
例

会議及び議事
録公開

1 1 1 1 1 5 120 600
職員(臨
時職員含
む)

全部筆記 480 2400 5 町様式 会長が必要があると認めたときに会長が招集して開催

既設 その他
常時設置だが案件発生
時に開催

寒川町住居表示審議会
寒川町住居表示審議会条
例

会議及び議事
録公開

2 2 60 120
職員(臨
時職員含
む)

要約筆記 480 960 2 町様式 年２回開催予定、時期未定

既設 外部委員等で組織
常時設置だが案件発生
時に開催

寒川町地域公共交通会議
寒川町地域公共交通会議
設置要綱

会議及び議事
録公開

1 1 1 3 90 270
職員(臨
時職員含
む)

全部筆記 480 1440 3 町様式

下水道課 既設 外部委員等で組織
常時設置だが案件発生
時に開催

寒川町下水道運営審議会
寒川町下水道運営審議会
規則

会議及び議事
録公開

1 1 60 60
職員(臨
時職員含
む)

全部筆記 240 240 0.5 町様式

寒川駅周辺整備事務所既設 外部委員等で組織
常時設置だが案件発生
時に開催

茅ヶ崎都市計画事業寒川駅
北口地区土地区画整理審議
会

土地区画整理法第3条第4
項、第56条

会議及び議事
録非公開

2 2 60 120
職員(臨
時職員含
む)

要約筆記 480 960 2 独自様式
統一様式
で可

事業の進捗状況により開催月及び回数の変動可能性あり

田端拠点づくり課 既設 庁内(職員)で組織
常時設置だが案件発生
時に開催

寒川町田端西地区まちづくり
検討委員会

寒川町田端西地区まちづ
くり検討委員会設置要綱

会議及び議事
録非公開

1 1 1 1 4 90 360
職員(臨
時職員含
む)

要約筆記 60 240 0.5 独自様式
統一様式
で可

⑦会議開催時期及び回数はＨ２６年度実績、また下部組織「小委
員会」を含む。

倉見拠点づくり課 0 0 0 0 地域の説明会等は外部委託（大和速記サービス）
教育総務課 0 0 0 0 教育委員会定例会は外部委託（大和速記サービス）

既設 外部委員等で組織 特定期間のみ
寒川町立学校結核対策委員
会

寒川町立学校結核対策委
員会要綱

会議及び議事
録非公開

1 1 40 40
職員(臨
時職員含
む)

要約筆記 20 20 0.041666667 町様式

既設 外部委員等で組織 特定期間のみ 心臓病判定委員会
寒川町心臓病判定委員会
設置要綱

会議及び議事
録非公開

1 1 50 50
職員(臨
時職員含
む)

要約筆記 20 20 0.041666667 町様式

既設 外部委員等で組織 特定期間のみ
寒川町障害児就学指導委員
会

寒川町障害児就学指導委
員会要綱

会議及び議事
録非公開

1 1 2 150 300
職員(臨
時職員含
む)

要約筆記 30 60 0.125 町様式

既設 外部委員等で組織 特定期間のみ
教科書用図書採択検討委員
会

寒川町教科書用図書採択
検討委員会設置要綱

会議及び議事
録公開

1 1 2 150 300
職員(臨
時職員含
む)

要約筆記 360 720 1.5 町様式

教育研究室 0 0 0 0
農業委員会 0 0 0 0

監査委員事務局 0 0 0 0
議会事務局 0 0 0 0
消防本部 0 0 0 0

合計 12 23 22 25 26 14 20 19 12 15 26 28 187 5025 20115 94780 197.4583333

会議時間 20,115 分
議事録作成
時間 94,780 分

会議時間 335.25 時間
会議録作成
時間 1579.6667 時間

会議録作成
日数

197.45833 日

学校教育課

子ども青少年課

健康・スポーツ課

都市計画課

福祉課

環境課
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